
広報おうめ　　 ．　  ．　　（５）

保険 ・年金 ・税金暮らし ・住まい ・環境

　日本年金機構では、国民年金保険料が未納となっ

ている方に対して、電話や文書による保険料納付の

案内業務を民間事業者に委託しています。民間事業

者が訪問することや現金をお預かりすることはあり

ません。

委託先　㈱バックスグループ

電話　 ☎０８００－８０８７０００

※ 詳細は日本年金機構ホームページ（上記２次元コー

ド）をご覧ください。

国民年金保険料納付案内の民間委託

問　青梅年金事務所☎３０－３４１０

健康・福祉

７ ８ １

赤い羽根共同募金による地域配分

　（社福）東京都共同募金会では、地域福祉の向上を目的として、地域配分

（Ｂ配分）の申請を受け付けています。

地域配分（Ｂ配分）とは

　地域からの寄付金の一定割合を、その地域で活用するものです。地域性の高

い施設・団体が行う地域福祉の増進を目的とした具体的な事業が対象となります。

申 請額　１施設・団体につき１０～３０万円

対 象事業　 備品整備、小破修理、利用者主体の事業、防災・災害対策事業

など（施設・団体維持のための運営費は対象外）

提 出期限　８月２９日（必着）

問　 都共同募金会事業部配分担当☎０３－５２９２－３１８３
　　市地域福祉課庶務係

　宅地造成及び特定盛土等規制法（通称 : 盛土規制法）に基づき、

都により市全域が宅地造成等工事規制区域として令和６年７月３１

日に指定されました。

　この規制区域では、一定の高さ以上の盛土や切土等の行為は、事

前に許可が必要となる場合がありますので、ご相談ください。

　また、都では、不適正盛土情報等の都民投稿ウェブフォーム「ま

もりど」（右記２次元コード）により、都民からの情報提供を活用し

た見守り体制を構築しています。

市内における盛土等の規制および運用

問 都多摩建築指導事務所開発指導第一課☎０４２－５４８－２０４０
　　市都市計画課開発指導係

　都と特別区および２６市２町は、「東京における都市計画道路の整備方針（仮称）中間のまとめ」を取りまとめました。今後、中間のまとめに対するご意見・

ご提案も参考にして、整備方針を策定します。

閲覧期間　８月２９日（金）まで　　閲覧場所　 都ホームページ、都民情報ルーム（都庁第一本庁舎３階）、市土木課（市役所５階）窓口

意見提出方法　２９日（消印）までに次のいずれかの方法で都都市整備局都市基盤部街路計画課へ

▽郵送〒１６３－８００１　東京都新宿区西新宿２－８－１ ▽ファックス ０３－５３８８－１３５４

▽メール S0000179@section.metro.tokyo.jp ▽窓口持参 ▽専用フォーム（右記２次元コード）

東京における都市計画道路の整備方針（仮称）　中間のまとめ

問　都都市整備局都市基盤部街路計画課☎０３－５３８８－３３７９、市土木課土木担当

外来医療の負担軽減措置（配慮措置）が終了します 問　保険年金課後期高齢者医療係

後期高齢者医療の自己負担割合「２割」となる方

　後期高齢者医療保険料の特別徴収（年金天引き）は、仮徴収（４・６・８月）と本徴収（１０・

１２月、翌年２月）として納めることになりますが、所得の変動などにより仮徴収額と本

徴収額に大きな差が生じる場合があります。そのため、翌年度以降の特別徴収額が年間を

通してできるだけ均等になるように、８月の徴収額を調整することがあります。（すべての

方が対象ではありません。）実際の徴収額については、７月中旬に送付した後期高齢者医療

保険料納入通知書をご覧ください。※保険料の年額に変更はありません。

特別徴収額が変更になる場合があります 問　保険年金課後期高齢者医療係

★仮徴収と本徴収
仮徴収 本徴収

４月 ６月 ８月 １０月 １２月 翌年２月

原則として前年度２月の徴収額と同額を納付
（８月の徴収額は調整される場合あり）

確定した年間保険料額から、仮徴収額を差し引い
た残額を３回に分けて納付

後期高齢者医療保険料

　元気にいきいきと、年を重ねても住み慣れた地域で生活できるよう

に、介護予防リーダーの活動や「あったらいいね、こんな助け合い」

を考える、地域の支え合い活動を紹介します。

日程　８月４日（月）～１５日（金）

会場　市役所１階ロビー

ちいき・いきいき・げんきパネル展

問　高齢者支援課包括支援係

自立センター福祉公開講座「ビーズアクセサリー」

問　市自立センター☎３２－１６３１、市障がい者福祉課庶務係

　簡単なビーズアクセサリーを楽しく作ります。

日 時 ８月２０日（水）　午後１時３０分～３時３０分

会 場　市自立センター　　対 象　市民

講師　 旧ジャパンビーズクラフト協会認定講師　明田川冬子氏

定員　 先着１２人（７月１６日に参加した方は参加不可）

申 し込み　電話で市自立センターへ※留守番電話への申し込み不可

　令和４年１０月１日より実施していた自己負担割合が２割の方への外来医療の負担軽減措置（配慮措置）が９月３０日までの診療で終了します。２割の方

の令和７年１０月１日以降に診療する外来医療の自己負担の１か月の上限は１万８，０００円となります。１０月１日からの自己負担限度額は下表のとおりです。

負担
割合 所得区分 外来＋入院 (世帯ごと）

外来 (個人ごと）

３割

 現役並み所得Ⅲ　課税所得６９０万円以上 　　　　２５万２，６００円＋（１０割分の医療費－８４万２，０００円）×１％〈１４万１００円※２〉

 現役並み所得Ⅱ　課税所得３８０万円以上 　　　　１６万７，４００円＋（１０割分の医療費－５５万８，０００円）×１％〈９万３，０００円※２〉

 現役並み所得Ⅰ　課税所得１４５万円以上 　　　　 　　８万１００円＋（１０割分の医療費－２６万７，０００円）×１％〈４万４，４００円※２〉

２割 一般Ⅱ 　　　　１万８，０００円（１４万４，０００円） 　　　５万７，６００円〈４万４，４００円※２〉

１割

一般Ⅰ 　　　　１万８，０００円（１４万４，０００円） 　　　５万７，６００円〈４万４，４００円※２〉

 住民税非課税等※１
区分Ⅱ

　　　　　　８，０００円
　　　２万４，６００円

区分Ⅰ 　　　１万５，０００円

※１区分Ⅱ‥住民税非課税世帯であり、区分Ⅰに該当しない方
　　 区分Ⅰ‥①住民税非課税世帯であり、世帯全員の所得が０円の方、または②住民税非課税世帯であり、老齢福祉年金を受給している方

※２ 診療月を含めた直近１２か月間に、高額療養費の支給が３回あった場合の４回目以降から適用になる限度額（多数回該当）。ただし、「外来（個人ごと）の限度額」
による支給は、多数回該当の回数に含みません。なお、現役並み所得の被保険者は、個人の外来のみで「外来＋入院（世帯ごと）」の限度額に該当した場合も、多
数回該当の回数に含みます。

　　この多数回該当の回数には、それまで加入していた医療保険（他道府県の後期高齢者医療制度、国保、健康保険、共済）で該当していた回数は含みません。

スマホから簡単に通報できます→

【【한국한국어어】】저희 오우메시 홈페이지는 영어, 중국어, 광동어, 한국어, 스페인어, 독일어로도 볼 수 있습니다.저희 오우메시 홈페이지는 영어, 중국어, 광동어, 한국어, 스페인어, 독일어로도 볼 수 있습니다.

【【普通话普通话】】青梅市政府网页还提供以上语言：英语，普通话，广东话，韩语，西班牙语和德语．青梅市政府网页还提供以上语言：英语，普通话，广东话，韩语，西班牙语和德语．
【【粵語粵語】】青梅市政府網頁還提供以上語言：英語，普通話，粵語，韓語，西班牙語和德語．青梅市政府網頁還提供以上語言：英語，普通話，粵語，韓語，西班牙語和德語．

【【DeutschDeutsch】】Die Website der Stadtregierung Ome ist auch erhDie Website der Stadtregierung Ome ist auch erhäältlich in: Englisch, Mandarin, Kantonesisch, Koreanisch, Spanisch und Deutsch.ltlich in: Englisch, Mandarin, Kantonesisch, Koreanisch, Spanisch und Deutsch.


